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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数 15社

・連結子会社の名称 JCU(上海)貿易有限公司

JCU (THAILAND) CO.,LTD.

台湾JCU股份有限公司

JCU VIETNAM CORPORATION

JCU KOREA CORPORATION

JCU(香港)股份有限公司

JCU(深圳)貿易有限公司

銀座鈴蘭堂化粧品股份有限公司

PT. JCU Indonesia

JCU科技(深圳)有限公司

JCU(北京)貿易有限公司

JCU AMERICA, S.A. DE C.V.

JCU INTERNATIONAL, INC.

JCU CHEMICALS INDIA PVT. LTD.

櫻麓泉(上海)国際貿易有限公司

　(2) 持分法適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

・関連会社の数 １社

・関連会社の名称 YUKEN SURFACE TECHNOLOGY, S.A. DE C.V.

（注）YUKEN SURFACE TECHNOLOGY, S.A. DE C.V.については、新規設立により、当連結会計年

度より持分法適用の範囲に含めております。
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　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、JCU CHEMICALS INDIA PVT. LTD.の決算日は連結決算日と一致してお

ります。連結計算書類作成にあたっては、12月31日で実施した仮決算に基づく計算書類を使

用しております。その他の連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成

にあたり、仮決算日及び同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　(4) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

　 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

　 時価のないもの 主として移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。

　 ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法

・デリバティブ 時価法を採用しております。
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　 ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。なお、在外連結子会社

は総平均法又は移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

・薬品製品、薬品仕掛品、原材料 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

・装置製品、装置仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。また、在外連結子会社は主に定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物 ３～45年

　機械装置及び運搬具 ３～17年

　工具器具備品 ２～20年

ロ．無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（３～10年）に基づく定額法を採

用しております。
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　 ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見

込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

ハ．工事損失引当金 受注工事に係る損失に備えるため、当連結会計年

度末の手持受注工事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もることのできる工

事契約について損失見積額を計上しております。

　 ④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 イ．繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。

　 ロ．収益及び費用の計上基準

　 売上高及び売上原価の計上基準

　 a. 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　 b. その他の工事

　 工事完成基準

　 ハ．退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。
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　 ニ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　なお、在外連結子会社の資産、負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

　 ホ．ヘッジ会計の処理

ａ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替

変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満

たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 … 為替予約

ヘッジ対象 … 外貨建営業取引及び外貨建予定取

引

ｃ．ヘッジ方針 外貨建営業取引及び外貨建予定取引に係る為替変

動リスクを回避する目的で為替予約を利用してお

ります。

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評価して

おります。ただし、為替予約取引は振当処理によ

っている場合、有効性の評価を省略しておりま

す。

　 へ．のれんの償却に関する事項

のれんは、原則として５年間の定額法により償却しております。

ト．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類への影響額は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,670,737千円

　(2) 偶発債務

受取手形割引高 88,173千円

債権流動化に伴う買戻し義務 45,905千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 7,054,800株 －株 －株 7,054,800株

　(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 466株 100,055株 －株 100,521株
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　(3) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議
株式の
種 類

配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配当額 (円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年５月27日
取 締 役 会

普通株式 423,260 60 平成28年３月31日 平成28年６月13日

平成28年11月２日
取 締 役 会

普通株式 417,258 60 平成28年９月30日 平成28年12月５日

計 － 840,518 － － －

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額
(千円)

１ 株 当 た り
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年５月26日
取 締 役 会

普通株式
利益
剰余金

486,799 70 平成29年３月31日平成29年６月12日

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月25日 15時31分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



５．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に関する取組方針

　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して

おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀

行借入により調達しております。デリバティブは、後述する為替の変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨預金及び外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク

に晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４か月以内の支払期日でありま

す。一部外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに晒されておりますが、その

ほとんどは１か月以内の支払期日であります。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資・事業投資に

係る資金調達を目的としたものであります。借入金についての返済期間は最長で５年とな

っており、リース債務については、最長で20年となっております。借入金の一部について

は、金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記等「(4)会計方針に関する事項 ④その他連結計

算書類作成のための重要な事項 ホ．ヘッジ会計の処理」をご参照ください。

　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制

　 イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理することにより、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や信用リスクの軽減を図っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定してい
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るため信用リスクはほとんどないと認識しております。

　 ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループの現金及び預金の中に含まれている外貨預金は、為替の変動リスクに晒

されておりますが、定期的に為替相場を把握し、為替変動リスクを管理しております。

また、恒常的に外貨建ての営業債権は少額のものに限られておりますが、装置販売等で

一時的に多額の外貨建ての営業債権が発生する場合には、先物為替予約を利用し、為替

の変動リスクをヘッジする方針です。

　連結子会社は、外貨建て営業債権債務の残高を圧縮することにより、為替の変動リス

クを低減しております。

　借入金については、一部を固定金利で調達することによりリスクの軽減を図っており

ます。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理

規程等に従い、経理部が決裁権限者の承認を得て行っております。また、月次の取引実

績は、担当役員へ報告しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、経営計画及び各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計

画を作成、更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理してお

ります。

　 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません（（注）２．参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価 （千円） 差額 （千円）

① 現金及び預金 9,913,204 9,913,204 －

② 受取手形及び売掛金 6,264,007 6,264,007 －

③ 投資有価証券 1,522,485 1,522,485 －

　資産 計 17,699,697 17,699,697 －

① 支払手形及び買掛金 1,461,353 1,461,353 －

② 電子記録債務 1,372,499 1,372,499 －

③ 短期借入金 52,609 52,609 －

④ 未払法人税等 887,048 887,048 －

⑤ 長期借入金（*1） 1,064,925 1,064,919 △5

⑥ リース債務（*2） 147,656 170,431 22,775

　負債 計 4,986,093 5,008,863 22,769

（*1）一年内返済予定の長期借入金を含めております。

（*2）一年内返済予定のリース債務を含めております。

　(注) １. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　 資 産

　 ① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　 ③ 投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

　 負 債

　 ① 支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③ 短期借入金、④ 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
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　 ⑤ 長期借入金、⑥ リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、変動金利による借入金については、
金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

　 デリバティブ取引

　 期末残高がないため、該当事項はありません。

　 ２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 　連結貸借対照表計上額（千円）

非連結子会社及び関連会社株式等 267,972

　非上場株式 370,262

投資事業有限責任組合等への出資 139,699

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③

投資有価証券」には含めておりません。

　 ３. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内（千円）
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）

現金及び預金 9,908,980 － －

受取手形及び売掛金 6,264,007 － －

合計 16,172,987 － －

　 ４．短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 52,609 － － － － －

長期借入金（*1） 419,184 315,934 160,151 120,096 49,560 －

リース債務（*2） 21,920 17,255 11,881 11,370 11,856 73,371

合計 493,714 333,189 172,032 131,466 61,416 73,371

（*1）一年内返済予定の長期借入金を含めております。

（*2）一年内返済予定のリース債務を含めております。
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６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,322円21銭

１株当たり当期純利益 295円10銭

（注）当社は平成29年４月１日付で普通株式１株に対し２株の割合で株式分割を行いました。

１株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式の分割をしたと仮定して算出し

ております。

７．重要な後発事象に関する注記

（株式分割）

当社は、平成29年２月17日開催の取締役会決議に基づいて、平成29年４月1日を効力発生日

として、以下のとおり株式分割を実施いたしました。

　(1) 株式分割の目的

株式分割により投資単位あたりの金額を引き下げ、株式の流動性向上及び投資家層の拡大

を図ることを目的としております。

　

　(2) 株式分割の概要

　 ① 分割の方法

平成29年3月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有す

る普通株式１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

　 ② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 7,054,800株

今回の分割により増加する株式 7,054,800株

株式分割後の発行済株式総数 14,109,600株

株式分割後の発行可能株式総数 38,784,000株

　 ③ 分割の日程

基準日 平成29年３月31日

効力発生日 平成29年４月１日

　

　(3) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響は「６．１株当たり情報に関する注記」に反映されておりま

す。
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８．その他の注記

　 該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

・その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

　 時価のないもの 主として移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。

　 ② デリバティブの評価基準及び評価方法

・デリバティブ 時価法を採用しております。

　 ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

・薬品製品、薬品仕掛品、原材料 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

・装置製品、装置仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月25日 15時31分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ５～38年

構築物 ５～45年

機械装置 ３～17年

車両運搬具 ４年

工具器具備品 ２～20年

② 無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採

用しております。

　 ③ リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

④ 長期前払費用 定額法を採用しております。
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　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見

込額の当期負担額を計上しております。

③ 工事損失引当金 受注工事に係る損失に備えるため、当事業年度末

の手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ金額を合理的に見積もることのできる工事契

約について損失見積額を計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法による退

職給付債務額（期末自己都合退職要支給額）を計

上しております。

　(4) 収益及び費用の計上基準

　 売上高及び売上原価の計上基準

　 ① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　 ② その他の工事

　 工事完成基準
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　(5) その他計算書類の作成のための基本となる事項

① 繰延資産の処理方法

　 株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

③ ヘッジ会計の処理

　イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替

変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満

たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 … 為替予約

ヘッジ対象 … 外貨建営業取引及び外貨建予定取

引

　ハ．ヘッジ方針 外貨建営業取引及び外貨建予定取引に係る為替変

動リスクを回避する目的で為替予約を利用してお

ります。

　ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評価して

おります。ただし、為替予約取引は振当処理によ

っている場合、有効性の評価を省略しておりま

す。

④ 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当事業年度の費用として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。

　なお、これによる計算書類に与える影響額は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,859,204千円

　(2) 保証債務等に関する注記

　 ① 債務保証

　 次の関係会社について、債務保証を行っております。

保 証 先 金額（千円） 内 容

JCU AMERICA, S.A. DE C.V. 44,902 借 入 債 務

PT. JCU Indonesia 22,440 借 入 債 務

　② 債権流動化に伴う買戻し義務 45,905千円

　(3) 関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 3,649,775千円

長期金銭債権 21,318千円

短期金銭債務 2,809千円
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４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

売上高 5,849,098千円

仕入高 27,688千円

その他の営業取引高 310,377千円

営業取引以外の取引による取引高 1,929,285千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 466株 100,055株 －株 100,521株
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６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (単位：千円)

　未払事業税否認 29,856

　賞与引当金否認 103,549

　退職給付引当金否認 307,847

　長期未払金否認 14,248

　減価償却超過額 90,124

　投資有価証券評価損否認 3,863

　関係会社出資金評価損否認 78,861

　資産除去債務 60,993

　固定資産減損損失否認 762

　その他 80,253

繰延税金資産小計 770,359

　評価性引当額 △49,246

繰延税金資産合計 721,112

繰延税金負債

　圧縮積立金 133,574

　特別償却準備金 71,195

　資産除去債務に対応する除去費用 36,311

　その他有価証券評価差額金 156,175

　その他 14,834

繰延税金負債合計 412,090

繰延税金資産の純額 309,022
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７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
JCU(深圳)
貿易有限公司

所有
直接 75.0

当社製品の販売先
役 員 の 兼 任

製商品の販売
(注)

1,660,198 売 掛 金 419,945

子会社
JCU KOREA
CORPORATION

所有
直接 100.0

当社製品の販売先
役 員 の 兼 任

製商品の販売
(注)

1,053,632 売 掛 金 342,159

子会社
台湾JCU
股份有限公司

所有
直接 100.0

当社製品の販売先
役 員 の 兼 任

製商品の販売
(注)

984,869 売 掛 金 249,725

子会社
JCU(上海)
貿易有限公司

所有
直接 100.0

当社製品の販売先
役 員 の 兼 任

製商品の販売
(注)

705,528 売 掛 金 346,810

　(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

製商品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、価格交渉の上、取引

価格を決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,038円12銭

１株当たり当期純利益 257円07銭

（注）当社は平成29年４月１日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行い

ました。１株当たり情報の各金額は、当事業年度の期首に株式の分割をしたと仮定して算

出しております。

９．重要な後発事象に関する注記

（株式分割）

当社は、平成29年２月17日開催の取締役会決議に基づいて、平成29年４月1日を効力発生日

として、以下のとおり株式分割を実施いたしました。

　(1) 株式分割の目的

株式分割により投資単位あたりの金額を引き下げ、株式の流動性向上及び投資家層の拡

大を図ることを目的としております。
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　(2) 株式分割の概要

　① 分割の方法

平成29年3月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有

する普通株式１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

　② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 7,054,800株

今回の分割により増加する株式 7,054,800株

株式分割後の発行済株式総数 14,109,600株

株式分割後の発行可能株式総数 38,784,000株

　③ 分割の日程

基準日 平成29年３月31日

効力発生日 平成29年４月１日

　

　(3) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響は「８．１株当たり情報に関する注記」に反映されておりま

す。

10．その他の注記

　 該当事項はありません。
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